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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第61期
第２四半期
累計期間

第62期
第２四半期
累計期間

第61期
第２四半期
会計期間

第62期
第２四半期
会計期間

第61期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (百万円) 15,846 14,115 11,117 10,342 32,310

経常利益
又は経常損失（△）

(百万円) △129 △131 538 517 175

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失（△）

(百万円) △182 △59 546 343 89

持分法を適用した
場合の投資利益
又は投資損失（△）

(百万円) △0 △1 0 △0 △8

資本金 (百万円) ― ― 1,980 1,980 1,980

発行済株式総数 (千株) ― ― 39,600 39,600 39,600

純資産額 (百万円) ― ― 9,427 9,551 9,704

総資産額 (百万円) ― ― 24,112 24,274 24,207

１株当たり純資産額 (円) ― ― 238.25 241.38 245.26

１株当たり四半期(当期)
純利益金額又は四半期
純損失金額（△）

(円) △4.60 △1.51 13.80 8.69 2.26

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 1.50

自己資本比率 (％) ― ― 39.1 39.3 40.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △269 △187 ― ― 1,106

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △124 △66 ― ― △222

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △121 △74 ― ― △125

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 2,093 3,039 3,367

従業員数 (名) ― ― 488 431 463

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので「四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等の推

移」については記載しておりません。

　　 ２　売上高には、消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。

　　 ３　第61期第２四半期累計期間及び第62期第２四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　 　　第61期第２四半期会計期間、第62期第２四半期会計期間及び第61期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業内容に重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 431

(注) 従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【施工、受注及び売上の状況】

(1) 施工実績

当第２四半期会計期間における施工実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　
セグメント
の名称

区分 施工高 (百万円)
前年同四半期比

(％)

屋根事業 工事

長尺屋根 6,631 ―

Ｒ－Ｔ 205 ―

ハイタフ 713 ―

ソーラー 472 ―

塗装 181 ―

　 合計 8,204 ―

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
　

(2) 受注実績

当第２四半期会計期間における受注実績及び受注残高をセグメント別に示すと、次のとおりでありま

す。

　
セグメント
の名称

区分
受注高
(百万円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
(百万円)

前年同四半期比
(％)

屋根事業
工事

長尺屋根 6,801 ― 8,487 ―

Ｒ－Ｔ 214 ― 424 ―

ハイタフ 646 ― 632 ―

ソーラー 593 ― 640 ―

塗装 204 ― 75 ―

販売 長尺成型品 243 ― 37 ―

　 計 8,704 ― 10,298 ―

建材事業 販売 住宅成型品 948 ― ― ―

　 計 948 ― ― ―

合計 9,653 ― 10,298 ―

(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 売上実績

当第２四半期会計期間における売上実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

　
セグメント
の名称

区分 売上高 (百万円)
前年同四半期比

(％)

屋根事業
工事

長尺屋根 7,460 ―

Ｒ－Ｔ 223 ―

ハイタフ 788 ―

ソーラー 500 ―

塗装 178 ―

販売 長尺成型品 242 ―

　 　 計 9,393 ―

建材事業 販売 住宅成型品 948 ―

　 　 計 948 ―

合計 10,342 ―

(注)１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

    ２　セグメント間の取引はありません。
　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要な事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、円高の進行や株式市況の低迷傾向が強まるなど、依然と

して景気の先行きへの不透明感が払拭できないまま推移いたしました。

　その中で、当社関連業界におきましては、公共投資の縮減や民間設備投資の抑制などにより、建設需要は

依然として低迷するなど、厳しい経営環境が続いております。

　このような状況下、当社は受注量の確保、着工前工事管理検討の強化に基づく工事原価の低減、与信管理

強化による不良債権発生防止に全社一丸となって取り組んでまいりましたが、受注高は96億５千３百万

円と前年同四半期と比べ４億２千９百万円（△4.3％）の減少となりました。

　売上高につきましては、繰越受注高が少なかったため、103億４千２百万円と前年同四半期と比べ７億７

千５百万円（△7.0％）の減収となりました。

　また、繰越受注高は102億９千８百万円となりました。

　経常損益につきましては、売上高が減少したものの一般管理費を削減した結果、経常利益５億１千７百

万円と前年同四半期と比べ２千１百万円（△4.0％）の減益に止まりました。

　四半期純損益につきましては、法人税等調整額の計上により、四半期純利益３億４千３百万円と前年同

四半期と比べ２億２百万円（△37.1％）の減益となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

① 屋根事業

屋根事業につきましては、セグメント売上高は93億９千３百万円、セグメント利益は４億３千６百万

円となりました。

② 建材事業

建材事業につきましては、セグメント売上高は９億４千８百万円、セグメント利益は９千５百万円と

なりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第２四半期会計期間末の総資産は242億７千４百万円となり、前事業年度末比６千７百万円増加とな

りました。これは主に売上債権が増加したことによるものであります。

　負債につきましては147億２千２百万円となり、前事業年度末比２億２千万円増加となりました。これは

主に仕入債務の増加によるものであります。

　純資産につきましては95億５千１百万円となり、前事業年度末比１億５千３百万円減少となりました。

これは主に四半期純損失の計上及び配当金の支払により利益剰余金が減少したことによるものでありま

す。

　以上の結果、自己資本比率は39.3％となり前事業年度末40.1％を0.8ポイント下回ることとなりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、30億３千９百万円

となりました。

　当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において営業活動における資金の減少は４億１千６百万円（前年同四半期は２

億９千８百万円減少）となりました。主な減少の要因は、売上債権の増加額41億６千５百万円、主な増加

の要因は、仕入債務の増加額23億１千７百万円、たな卸資産の減少額８億９千８百万円、税引前四半期純
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利益の計上額５億１千５百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において投資活動における資金の大きな増減はありません。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期会計期間において財務活動における資金の減少は１千８百万円（前年同四半期は１百万

円減少）となりました。これは主に配当金の支払によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当社は、多様化する顧客のニーズや社会的要請に対応すべく、技術開発部を活動拠点に積極的に新商品

・新技術の開発に取り組んでおります。

　また、新商品をスピーディかつタイムリーに市場に送り出すために、社内各部門の代表者からなる「開

発企画委員会」を組織して、全社的な開発戦略の検討・方向付けを行い的確かつ効率的な研究開発を鋭

意進めております。

　当第２四半期会計期間の成果としましては、ソーラー屋根商品メニュー拡充の一環として、当社のシー

ト防水工法商品であるハイタフ・ルーフィングシステムにソーラーが簡易に設置できるよう施工性がよ

く、防水性を考慮した「ハイタフソーラー架台」を開発・商品化いたしました。

　また、すでに商品化している屋根採光システム「Ｆスカイライトユニット」において、ユニット式の採

用による品質の均質化、施工効率の向上を実現しておりますが、当社の主力商品である丸馳折版の屋根に

もユニット式屋根採光システムを搭載すべく「広幅ユニット式スカイライト」の今年度中の開発・商品

化に取り組んでおります。

　当第２四半期会計期間の研究開発費の総額は８千８百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期会計期間において、第１四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 120,000,000

計 120,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 39,600,000 39,600,000
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

単元株式数
は1,000株で
あります。

計 39,600,000 39,600,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ― 39,600 ― 1,980 ― 344
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区丸の内２－６－１ 6,229 15.73

日新製鋼株式会社 東京都千代田区丸の内３－４－１ 6,229 15.73

日本鐵板株式會社 東京都中央区日本橋１－２－５ 4,567 11.53

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社

東京都中央区晴海１－８－11 1,515 3.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 580 1.46

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２－11－３ 558 1.40

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
（常任代理人日本マスタートラ
スト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１－４－５
（東京都港区浜松町２－11－３）

500 1.26

三晃金属工業従業員持株会 東京都港区芝浦４－13－23 369 0.93

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町１－４ 266 0.67

資金管理サービス信託銀行株式
会社

東京都中央区晴海１－８－12 260 0.65

計 ― 21,075 53.22

(注) １　上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

　日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　　1,515千株

　日本マスタートラスト信託銀行株式会社　　　　　558千株

　資金管理サービス信託銀行株式会社　　　　　　　260千株

　　 ２　所有株式数は千株未満を切り捨てております。
　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 30,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 39,473,000 39,473 ―

単元未満株式 普通株式 97,000 ― ―

発行済株式総数 39,600,000 ― ―

総株主の議決権 ― 39,473 ―

(注) １　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）含

まれております。

　　 ２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式398株が含まれております。
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② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三晃金属工業株式会社 東京都港区芝浦４-13-23 30,000 ― 30,000 0.08

計 ― 30,000 ― 30,000 0.08

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高(円) 246 223 205 190 170 158

最低(円) 223 184 179 159 148 149

(注) 株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成し、「建設業法施行規則」（昭和24

年建設省令第14号）に準じて記載しております。

なお、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四半期

会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、また、当第２四半期会計期間(平

成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

ります。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査

法人となりました。

　

３  四半期連結財務諸表について

「四半期財務諸表の用語、様式及び作成に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項によ

り、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企

業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要

性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 3,039 3,367

受取手形及び売掛金 2,076 2,707

完成工事未収入金 8,633 7,564

製品及び半製品 207 234

未成工事支出金 572 451

原材料及び貯蔵品 791 858

繰延税金資産 168 42

未収入金 2,093 2,067

その他 198 218

貸倒引当金 △14 △13

流動資産合計 17,768 17,498

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※1
 400

※1
 418

機械及び装置（純額） ※1
 511

※1
 587

土地 4,144 4,144

その他（純額） ※1
 137

※1
 142

有形固定資産合計 5,193 5,293

無形固定資産 116 119

投資その他の資産

繰延税金資産 375 410

その他 843 924

貸倒引当金 △22 △39

投資その他の資産合計 1,195 1,295

固定資産合計 6,505 6,708

資産合計 24,274 24,207
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(単位：百万円)

当第２四半期会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,808 6,527

短期借入金 1,000 1,000

1年内返済予定の長期借入金 500 500

未払法人税等 37 72

未払消費税等 94 240

未成工事受入金 191 171

完成工事補償引当金 53 39

その他 3,089 2,912

流動負債合計 11,774 11,463

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 1,483 1,483

退職給付引当金 1,181 1,250

役員退職慰労引当金 186 204

その他 95 99

固定負債合計 2,948 3,038

負債合計 14,722 14,502

純資産の部

株主資本

資本金 1,980 1,980

資本剰余金 344 344

利益剰余金 5,389 5,663

自己株式 △6 △5

株主資本合計 7,707 7,982

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △28 5

土地再評価差額金 1,872 1,717

評価・換算差額等合計 1,843 1,722

純資産合計 9,551 9,704

負債純資産合計 24,274 24,207
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 13,612 11,992

製品売上高 2,234 2,122

売上高合計 15,846 14,115

売上原価

完成工事原価 11,740 10,472

製品売上原価 1,892 1,720

売上原価合計 13,632 12,192

売上総利益

完成工事総利益 1,871 1,520

製品売上総利益 342 402

売上総利益合計 2,213 1,922

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 769 743

役員退職慰労引当金繰入額 22 18

研究開発費 163 154

その他 1,381 1,122

販売費及び一般管理費合計 2,337 2,039

営業損失（△） △123 △116

営業外収益

受取配当金 4 3

その他 0 0

営業外収益合計 4 3

営業外費用

支払利息 10 10

その他 0 8

営業外費用合計 11 19

経常損失（△） △129 △131

特別利益

貸倒引当金戻入額 29 6

その他 － 1

特別利益合計 29 7

税引前四半期純損失（△） △99 △124

法人税、住民税及び事業税 23 22

法人税等調整額 58 △87

法人税等合計 82 △64

四半期純損失（△） △182 △59
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【第２四半期会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高

完成工事高 9,814 9,150

製品売上高 1,303 1,191

売上高合計 11,117 10,342

売上原価

完成工事原価 8,392 7,935

製品売上原価 1,093 972

売上原価合計 9,486 8,907

売上総利益

完成工事総利益 1,421 1,215

製品売上総利益 209 218

売上総利益合計 1,631 1,434

販売費及び一般管理費

従業員給料手当 359 313

役員退職慰労引当金繰入額 10 7

研究開発費 84 88

その他 620 493

販売費及び一般管理費合計 1,074 902

営業利益 556 531

営業外収益

受取配当金 0 0

その他 △12 0

営業外収益合計 △11 0

営業外費用

支払利息 6 5

その他 0 8

営業外費用合計 6 14

経常利益 538 517

特別利益

貸倒引当金戻入額 29 △3

その他 － 1

特別利益合計 29 △1

税引前四半期純利益 568 515

法人税、住民税及び事業税 11 11

法人税等調整額 10 160

法人税等合計 22 171

四半期純利益 546 343
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △99 △124

減価償却費 151 147

貸倒引当金の増減額（△は減少） △35 △16

受取利息及び受取配当金 △4 △3

支払利息 10 10

退職給付引当金の増減額（△は減少） △84 △69

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △24 △17

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △1 14

前払年金費用の増減額（△は増加） 14 14

売上債権の増減額（△は増加） 867 △385

たな卸資産の増減額（△は増加） 682 △27

仕入債務の増減額（△は減少） △1,258 475

未成工事受入金の増減額（△は減少） △147 19

その他 △197 △162

小計 △126 △124

利息及び配当金の受取額 4 3

利息の支払額 △11 △10

法人税等の支払額 △135 △56

営業活動によるキャッシュ・フロー △269 △187

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △127 △74

有形固定資産の売却による収入 － 2

無形固定資産の取得による支出 － △4

その他 3 10

投資活動によるキャッシュ・フロー △124 △66

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △118 △60

その他 △2 △13

財務活動によるキャッシュ・フロー △121 △74

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △515 △327

現金及び現金同等物の期首残高 2,608 3,367

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,093

※1
 3,039
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  会計処理基準に関する事項

の変更

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準
第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。
　これによる当第２四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損
失に与える影響はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ

正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　9,370百万円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額　　9,237百万円

　

(四半期損益計算書関係)

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

　当社の完成工事高の計上時期が第２四半期と第４四半期

に集中する傾向であるため、第２四半期会計期間の売上高

及び営業費用が他の四半期会計期間と比較して相対的に

多くなる傾向にあります。

同左
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(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日）

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高

と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期累計期間末残高

と当第２四半期貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

現金同等物を所有していないため、貸借対照表の現金
預金の当第２四半期累計期間末残高は、現金及び現金同
等物の当第２四半期累計期間末残高と同額であります。

同左

　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平

成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 39,600,000

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式（株） 30,398

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式
繰越利益　　剰
余金

59 1.5平成22年３月31日 平成22年６月24日

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(持分法損益等)

関連会社に関する事項

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
  至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
    至　平成22年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 302百万円

持分法を適用した場合の投資損失
（△）の金額

△0百万円

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 293百万円

持分法を適用した場合の投資損失
（△）の金額

△1百万円

　

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
  至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
    至　平成22年９月30日）

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 301百万円

持分法を適用した場合の投資利益の
金額

0百万円

　

関連会社に対する投資の金額 10百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 293百万円

持分法を適用した場合の投資損失
（△）の金額

△0百万円

　

　

開示対象特別目的会社に関する事項

　
当第２四半期累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、屋根工事を主体とした屋根事業と、住宅成型品販売を行う建材事業により事業展開しており、「屋

根事業」と「建材事業」の二つを報告セグメントとしております。

　「屋根事業」は、長尺屋根工事、Ｒ－Ｔ工事、ハイタフ工事、ソーラー工事、塗装工事及び長尺成型品販売を

行っております。

　「建材事業」は、住宅成型品販売を行っております。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計
屋根事業 建材事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 12,362 1,753 14,115 ― 14,115

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 12,362 1,753 14,115 ― 14,115

セグメント利益又は損失（△）
（注）

△293 177 △116 ― △116

(注)　セグメント利益又は損失（△）の合計△116百万円は、四半期損益計算書の営業損失（△）と一致しております。
　

当第２四半期会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 合計
屋根事業 建材事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 9,393 948 10,342 ― 10,342

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 9,393 948 10,342 ― 10,342

セグメント利益
（注）

436 95 531 ― 531

(注)　セグメント利益の合計531百万円は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。
　

(追加情報)

第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成21年

３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号  平

成20年３月21日)を適用しております。

　

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

　 241.38円
　

　 245.26円
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２  １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額

　

第２四半期累計期間

　

前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
　  至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
　  至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.60円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　
　

１株当たり四半期純損失金額（△） △1.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　　　　
　

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

２.１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純損失（△） （百万円） △182 △59

普通株式に係る四半期純損失（△） （百万円） △182 △59

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数 （千株） 39,569 39,569

　

第２四半期会計期間

　

前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
　  至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
　  至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 13.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　
　

１株当たり四半期純利益金額 8.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―　　　　
　

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第２四半期会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益 （百万円） 546 343

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 546 343

普通株主に帰属しない金額 （百万円） ― ―

普通株式の期中平均株式数 （千株） 39,569 39,569

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期会計期間におけるリース取引残高は前事業年度末に比べて著しい変動が認め

られないため、記載しておりません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

三晃金属工業株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

　指定社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　鳥居　　明　㊞

　

　指定社員
　業務執行社員

　 公認会計士　　長﨑　康行　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三晃

金属工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第61期事業年度の第２四半期会計期間

（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年

９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、三晃金属工業株式会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

追記情報

　四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は第１四半期会

計期間より、「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　 ２　四半期財務諸表にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月15日

三晃金属工業株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鳥居　　明　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　長﨑　康行　㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三晃

金属工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第62期事業年度の第２四半期会計期間

（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年

９月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、三晃金属工業株式会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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